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 はじめに 

  

 本稿は，マハティール政権期の外交政策がどのような目的で実施されたの

かを明らかにする。「外交」とは，主として外交官もしくは政府機関（政府を

代表する首相･大統領，閣僚を含む）による二国間あるいは国際機関等を通じ

た多国間の主権国家間の公的関係の調整および構築を意味する。外交は主権

国家間の紛争処理技術の一つであり，説得，妥協，強制などの手段により交

渉による紛争の解決を目指す。外交には主権国家間の交渉という側面と一国

の対外関係の政府による運営の総体という側面がある。ここでは，外交を一

国の対外関係調整のまとまりとしてとらえ，その担い手を国家の代表である

政府，政府の代表である首相，閣僚を主に念頭に置き，そのための方策を外

交政策とする。ある国家が，どのような目的で，いかなる国家間関係を目指

し，それをどのような方法によって達成するのかは，その国が置かれた状況，

利害によって異なることはいうまでもない。 

 

 １．マハティール政権期の外交概観 

  

 途上国の政府の代表としての首相あるいは大統領は対外関係を構築し，調

整する担い手として重要である。マハティール政権期のマレーシアも例外で

はない。同政権は 22 年にもわたる長期政権である。その間，マレーシアを

取り巻く国内環境，国際環境は変化してきた。とりわけ，同政権期のマレー
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シアの外交政策は国内･国際要因の変化とともに首相であるマハティール自

身の外交方針から強く影響を受けてきた。マハティール首相（以下，マハテ

ィール）は在職期間中，様々な新しい構想や方針をマレーシアの外交政策と

して打ち出している。本稿では，マハティール政権期のマレーシアの外交政

策の特徴を二つの側面から説明，それぞれの側面において先行研究を紹介す

るとともにその問題点を指摘する。 

 第一の側面として，マハティール政権は経済・安全保障両面において実利

を追求する外交を展開した。経済面では，貿易依存度 180％（2003年時点）
1に達する貿易立国のマレーシアの開発・経済成長を実現するため対外経済関

係の強化が目指された。具体的には，輸出市場の確保と外資系企業のマレー

シアへの投資誘引，マレーシア（主にマレー系）企業の諸外国への投資奨励

といった目標を掲げ，マハティール以下，関係閣僚は積極的に諸外国に出向

き，貿易・投資にかかわる経済協定の締結やマレーシア企業との合弁事業の

可能性を追求した。国内に種族間経済格差を抱えるマレーシアは一連のマレ

ー人優遇政策（いわゆるブミプトラ政策）を維持すると同時に，輸出拡大に

よって経済成長を実現し，マレーシアの国家経済全体を拡大することで，経

済的に劣位におかれたマレー系の経済的地位を向上する必要があった。安全

保障面では，1960年代末の英軍スエズ以東撤退以後，英国の東南アジア地域

での存在感は低下したが，マレーシアと英国との安全保障面での関係はその

後締結された五カ国防衛協定（Five Defense Power Agreement：FDPA）2と

いう多国間の枠組みの中で維持され，加盟国と軍事演習を実施しつづけてき

た。米国とは軍事協定を締結しないものの，軍事援助を享受した。欧米との

このような安全保障関係は，マハティールがさまざまな局面において行う欧

米批判（後述）と矛盾するものであるが，欧米批判が主として民主主義的価

値，安全保障政策全般への批判など，あいまいな内容であるのに対し，欧米

との具体的な安全保障協力は安全保障上の実利を伴ったプラグマティックな

外交であった。 

 第二の側面として，「マレーシア」という国家像を創出するための外交があ
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る。首相就任後，マハティールは反英政策（Buy British Last Policy），ルッ

クイースト政策（Look East Policy），南南外交といった独自の政策を打ち出

した。これらの政策を通して，マハティール政権は「マレーシア」という国

家が国際社会において属すべきグループを特定していった。国家像を創出す

るための外交は，マレーシアがどのような特性を持つ国家として諸外国との

関係を構築していくかという問題に取り組むことで，国内のマレー系，中国

系，インド系という複数の種族に「マレーシア人」という共通の国民意識を

植え付けることを目指す試みである。マレーシアが属すべきグループとして

マハティール政権が特に重視したのは「東アジア国家」，「途上国」，「イスラ

ーム諸国」というグループである。これらのグループを重視する背景として

共通してみられたのが，先進国とりわけ欧米諸国の諸制度・価値体系への対

抗意識である。代表的なものとして挙げられるのが，文化的，社会的，政治

的多様性を尊重し，個人よりも社会秩序を重視するアジアの価値を強調する

外交である。これは国際社会の様々な側面での多様性を重視，許容する姿勢

を示すことにより，自国の多種族社会が持つ文化的，社会的多様性に一定の

価値を与え，「マレーシア人」という国民意識の醸成を目指したものであった。

また，個人よりも社会の秩序を重視する「アジアの価値」外交路線は多様性

を乗り越え種族間の融合を通じた社会の統合と安定を目指すマハティール政

権に都合のよいレトリックを提供した。このようなレトリックを駆使するこ

とで同政権は度重なる欧米諸国からの人権侵害批判，民主化圧力に対抗しよ

うとした。 

 

 ２．第一の側面：実利追求 

 

マハティール政権は貿易立国のマレーシアが経済成長を達成するため，対

外経済関係の強化をめざした。また，主に先進主要国との防衛協定，軍事協

力等の安全保障協力も積極的に推進された。 

章末年表にみられるように，首相であるマハティール，副首相，外相，通

 －257－ 



産相などの政府代表は他国との実質的な経済関係・安全保障関係強化のため，

積極的な外交を展開した。特に，経済外交は貿易立国のマレーシアが輸出市

場の多角化を通じた貿易拡大で経済成長を達成する目的で推進された。そし

てその特徴は，欧米，日本等の伝統的な貿易相手国との関係を維持，強化し

ながら，新たな市場開拓を行っていくというものであった（Ahmad, Mohd 

Yusof［1990：225-6, 238-42］）。既存の貿易相手国である米国とは先進国が

途上国に与える一般特恵関税制度（GSP）の継続を要請している（章末年表

参照）。マハティールは国連やそのほかの国際会議の場で米国の諸政策を公然

と批判したが，同時にマレーシア政府として米国へ投資ミッションを派遣，

米国からの武器購入や軍事援助を受けるなど実質的な対米経済・安全保障関

係を維持する方向性には異論を唱えなかった。2002年にはマハティールが米

国を公式訪問，ブッシュ大統領と会談し，「国際テロ対策協力宣言」に調印，

テロ協力に合意している。対英関係についても同様で，1981年に 10月に打

ち出された英国製品購買を制限する反英政策は 1983年 4月に見直しがなさ

れ，同政策で打ち出された反英路線は一時的なものに終わった。加えて，米

国と同様，英国にも投資ミッションを行い，マレーシアへの投資を呼びかけ

ている（Liow［2001：135］）。また，ラザク政権期に締結した五カ国防衛協

定（FDPA）を維持し，宗主国英国との実質的な関係を継続している。反欧

米姿勢を表明しながらも実質的な関係は維持するマハティールのプラグマテ

ィズム・二枚舌外交は複数の先行研究が指摘するとおりである（Milne and 

Mauzy［1999：143］；Liow［2001：153］）。また，日本に対しては市場開

放要求を行うとともに，政府開発援助（ODA）の円借款の継続的な供与と，

1985年のプラザ合意以降の円高の影響を軽減するため，円借款の債務削減や

利率引下げを要請した。1982年に打ち出されたルックイースト政策はマレー

シアの経済発展モデルとして日本を中心とする東アジア諸国の経済発展シス

テムを重視する政策であるが，特に日本との経済関係がマレーシアの経済発

展に寄与するであろうという期待も込められていた3。 

一方，マハティール政権期にマレーシアとして初めて首相が中南米諸国を
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歴訪，同地域との経済関係構築が目指された。また，途上国同士の関係を強

化しようという「南南外交」の一環として，南アジア，中央アジア，アフリ

カ地域に貿易・投資市場開拓を行っている（Nathan［1995：233-34］）。鳥

居［2001：73-74］によれば，「南南外交」とは二国間ベースによる途上国間

の経済関係・経済協力を重視する外交で，具体的には，マレーシアと途上国

との貿易・投資関係の強化，民営化政策やインフラ開発における経済関係の

促進である。表はマハティール政権期と前政権期に締結された貿易協定，二

重課税防止協定，投資保証協定の件数を地域別で示したものである。欧州地

域において件数の差異がみられないのは 1980 年以前の協定締結相手国が主

に西欧諸国であるのに対し，マハティール政権期のそれは東欧諸国が中心で

あったためである。他地域の締結状況をみると圧倒的にマハティール政権期

に多くの経済協定が締結されたことがわかる。1990年代に，中東，アフリカ，

中央アジア地域との協定締結が増加したが，特に中央アジア地域は，マハテ

ィール政権が 1985 年の国内経済不況を受け新たな輸出市場獲得の必要性を

認識したところに冷戦終結とソ連崩壊が押し寄せ，注目された新たな市場で

あった。同政権はこの地域に積極的な経済外交攻勢をかけた。 

また，東アジア諸国，とりわけ中国との経済関係強化もマハティール政権

が実施した重要な政策のひとつである。鳥居［2001：69-73］は，1990 年

12月にマハティールが表明した東アジア経済グループ（East Asia Economic 

Group：EAEG）構想はマレーシアの経済成長のために東アジアの経済成長

を活用しようとする目的の他に，想定メンバーとして組み込んだ中国との経

済関係を強化する目的もあったと指摘する。EAEG構想は日本や潜在的には

中国の経済力を引き続き利用し，ASEAN という地域市場を基盤にした広域

の地域経済協力ブロックであった。1990年代に入り，マレーシアは 2020年

までに先進国入りを目指すというVision 2020を打ち出し，さらなる経済成

長路線を明確にしている。ルックイースト政策が日本型経済成長モデルを重

視した一国の経済成長を目指したものである一方，EAEG構想はマレーシア

が経済的に小規模で貿易立国であることを踏まえた上で，一国の市場ではな

 －259－ 



く地域市場の一部としての自国市場の価値を高めることで，経済成長を達成

することを目指したものといえよう。 

 

 ３．第二の側面：国家像創出 

 

マハティール政権期の外交の第二の側面は，同政権が外交によって「マレ

ーシア」という国家像の創出を目指した点にある。マハティールが打ち出し

た新しい地域主義政策は，実質的な協力内容よりも，「マレーシア」という国

家アイデンティティ創出，さらには「マレーシア人」という国民意識の創出

を目指したものといえる。前政権においても，国民意識醸成への努力は積極

的になされた。初代 UMNO総裁オンは，マレー系に「国民」の地位を与え

たのに対し，ラーマン政権はマレーシアが「多種族社会（plural society）」

を抱える国家であることを認めた。一方，ラザク政権は種族間に経済的平等

を達成することで国民の平等を確保しようとした。フセイン政権は種族問題

からあえて距離を置き，種族という属性ではなく，法の下に民主主義と倫理

に価値を置く主権国家であることを強調することで，主権国家に属する人々

（国民）が共通してもつ属性を国民意識醸成の礎としようとした。歴代政権

はいずれも，国内の種族間関係を調整する必要性を認識し，国民意識の醸成

に力を入れてきた。しかし，前政権がこの問題に国内政策として取り組んだ

のに対し，マハティール政権はマレーシアという国家が国際社会においてど

のような位置を占めるかという点を明らかにすることによって，種族間の経

済的，文化的違い，あるいはその後問題視される同一種族（特にマレー系）

内における経済格差の問題に取り組もうと考えた（Hng［2004：148］）。い

わば，国民意識を外から植え付けようと考えたのであり，マレーシアと諸外

国，諸地域との関係を明確化することによって，国内の種族間にマレーシア

人としての政治的，社会的，文化的一体感を醸成しようとしたのである4。第

一の側面が経済成長を維持し，国内経済の安定を目指したのに対し，第二の

側面は国内社会や政治の安定を狙ったものであるといってよい5。 
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 まず，マハティール政権は，マレーシアという国家の属性を同国がどのよ

うな性格を持つ国家グループあるいは地域グループに属するかによって明ら

かにした。マハティールは首相就任直後，前政権から維持されてきたグルー

プごとの協力についてその優先順位を明確にした。示された優先順位は

①ASEAN，②イスラーム，③非同盟，④英連邦である（Khoo［1995：74-75］；

Nair［1997：80］；Ahmad, Mohd Yusof［1990：331］）。ここで注目される

のは英国との関係を最下位に置いたことである。マハティール政権は，1981

年 10 月，英国製品非買政策を発動し，反英路線を明確にした。これは英国

との関係を重視したラーマン政権やラザク政権とは一線を画す政策であった。

きっかけは，マレーシアの国営持株会社（Permodalan Nasional Berhad：

PNB）が在マレーシア英系プランテーション企業である Guthrie 

Corporation の株の過半数を取得したことが，英国のメディアによって「マ

レーシア政府による企業の国有化」であるとの批判を受け，さらにロンドン

証券取引所の株売買に関するルール変更が行われたことにある。マハティー

ルは英国のこのような措置に反対し，同政策を発動，さらに，同政策実施中

の 1981年と 1983年の英連邦諸国首脳会議を欠席している（Ahmad, Mohd 

Yusof［1990：331］；Camroux［1994：26］）。英国との関係重視は，さま

ざまな側面で英国の庇護を受ける「対英依存」と英国からの具体的な保護は

伴わないが重要な国として重視する「親英路線」という二つの側面がある。

対英依存路線は，ラザク政権期に英軍がスエズ以東撤退を決定したことから

変更を迫られ，対英自立の道を歩み，その結果，模索されたのが中立化・非

同盟の政策重視であった6。しかしながら，ラーマン・ラザク政権に共通した

のは英国との関係は重視する「親英路線」であった。マハティール政権はこ

の「親英路線」に疑問を呈したのである。反英政策は二年足らずで終了した

が，マハティール政権はこの政策によってマレーシアが英国と「旧宗主国・

植民地」関係ではなく，主権国家同士の「平等な」関係構築を望んでいるこ

とを示したといえる。 

マハティール政権は英国との関係を以上のように整理するだけでなく，マ
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レーシアという主権国家に新たな国家属性を付与し，それを国内外に示すこ

とでマレーシア人の国民意識醸成と国内社会・政治の安定化を狙った。

Murugesu［1984：41］は前政権とマハティール政権との明らかな違いを，

ASEAN，非同盟，イスラーム世界など，「積極的な地域主義（assertive 

regionalism）」を標榜したことにあるとする。Camroux［1994：28］はマ

ハティール政権が ASEAN 重視を種族や宗教，文化の多様性の象徴として，

イスラーム・非同盟グループを先進国諸国に対抗する手段として利用しよう

としたと論じている。Saravanamuttu［1997：48-49］はラーマン政権が

ASEANの域内協力，ラザク政権が中立化・非同盟に重点を置いたのに対し，

マハティール政権はミドルパワーとしてのマレーシアの国際社会での地位向

上，ASEAN の域外協力に重点を置いて，イスラーム国家，第三世界の代表

としての地位をアピールした，としている。これらのグループの一員として

マレーシアを位置づけることはグループの外に置かれた一大勢力，先進諸国

からの干渉や圧力を小国マレーシア一国ではなく，グループとして対抗する

手段獲得を目指したことを意味している。 

 マハティール政権が外からの「マレーシア」作りに腐心したことは同政権

が前政権から受け継いだ協力枠組みに加え，新たな協力枠組み構築に積極的

に動き出したことからもわかる。代表的なものとして，（１）「東アジア国家」

としてのマレーシアを打ち出したルックイースト政策（1982），EAEG構想

（1990），（２）「途上国」としてのマレーシアを打ち出した「南南外交」

（1986），（３）「イスラーム」の要素を取り込んださまざまな取り組み，が

挙げられる。 

 ルックイースト政策は主に日本，韓国の経済発展モデルをマレーシアの経

済発展に生かそうというビジョンのもとに打ち上げられた。具体的には，マ

レーシアの学生を日本に派遣し，日本の経済システムを学ばせることであっ

た。しかし，官民一体型の経済政策，民間主導の輸出振興といった日本型モ

デルへの関心はマレーシアだけにとどまるわけではなく，近隣のアジア諸国

によって学ばれ，踏襲された。たとえば，シンガポールは 1978年に「Learn 
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from Japan」という政策を掲げていた（Lee［2004：321］）。マハティール

政権がルックイースト政策で日本の経済・社会からマレーシアが学び取る必

要があるとしたものは，経済発展を成し遂げた勤労意欲と労働倫理，経済発

展と同時に維持された社会の調和など，伝統的な価値観を重視する日本の社

会倫理（Khadijah［2004：328］）とそうした価値観を守り，維持する政府

の役割であった（Lee［2004：324］）。特に，労働倫理を強調する背景には，

国内で経済的に劣位に置かれたマレー系（ブミプトラ）に労働倫理を植え付

け，彼ら自身に自助努力を促す必要からであった（Koo［1995：72］）。それ

は，政府によるマレー系への経済的保護政策であるいわゆる「ブミプトラ政

策」自体を変更することではなかったが，同政策に対する非ブミプトラ系の

不満を緩和する眼目もあったと考えられる。マレー系の経済的地位向上を達

成し，経済的格差を理由に勃発する種族間対立を封じ込め，社会の安定を確

保することも，社会の調和を重視するルックイースト政策が提供した考え方

であった。 

ルックイースト政策と並び，マハティール政権が打ち出した東アジア地域

主義政策が EAEG 構想である。EAEG はアンチ西欧ブロック，EU と米国

に対抗する政治力獲得を目指した構想である（Higgott and Stubbs［1995：

523］）。EAEG は 1990 年代初めの他地域の経済ブロック化（欧州共通市場

や北米貿易協定の締結），GATT ウルグアイラウンドの停滞を受けて，貿易

立国で経済規模的には小国のマレーシアが経済大国である日本，潜在的経済

力を持つ中国と連携して他地域の経済統合の動きに対抗しようと考えた結果

の構想であった。1991 年の ASEAN 閣僚（外相）会議と経済閣僚会議はク

アラルンプールで開催され，議長国のマレーシアは EAEG を ASEAN 諸国

に提案，会議の共同声明にも EAEG の項目が設けられた。前政権でも，

ASEAN 政策はマレーシアの重要な近隣外交政策であった。しかし，前政権

が ASEAN域内協力に重点を置いた（あるいは置かざるを得なかった）のに

対し，マハティール政権期には，ASEAN 諸国間に解決すべき問題は依然と

して存在したものの7，ASEANとして域外諸国とどのような関係を構築して
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いくかという域外協力にASEAN諸国の政策の重要事項が移っていた。この

ような文脈からマハティール政権は EAEG 構想を ASEAN が核となる広域

の協力枠組みとして打ち出したのである8。1991 年の外交のほとんどは，

ASEAN諸国を含めた諸外国に対しEAEG構想を説明し，支持を求めること

に費やされた（章末年表参照）9。 

EAEG が米国の反対で頓挫したことで，マハティールは「West（ここで

は，欧米先進諸国を意味する）」に対抗する「East（ここでは，東アジア諸

国を想定）」という位置づけを強め，EAEG 構想は「経済ブロック」として

の性格に加え，「アジアの価値」を標榜する構想としての性格を持ち始める

（Saravanamuttu［2004：309-10］）。マハティールのいう「アジアの価値」

とは個人の人権よりも社会の秩序を重視し，自制された個人から構成された

共同体の価値体系の総体をさし，頻繁に外交の場で使われるようになる

（Khoo［2003：25］）。また，米国のEAEG批判とともに，マハティール政

権を「アジアの価値」外交に駆り立てたのは冷戦終結後の欧米諸国による民

主化圧力があった。1990年，米国がマレーシアへのGSP撤廃を見送る代わ

りに，ベトナム難民受け入れを求めたのに対し，マレーシアは，別個の二つ

の問題が関連づけられたことに抗議している。結局，米国は GSP 撤廃を先

送りしたが，マレーシアがベトナム難民受け入れを拒否したために軍事訓練

援助を停止するという措置をとった（章末年表参照）。このような摩擦から，

マレーシアはポスト冷戦期の 90 年代，自国の安定を確保してくれるような

地域秩序の安定を目指した。EAEGは Vision2020とともに，西欧諸国の干

渉を排除しアジア地域の問題をアジア諸国の手で解決するというマレーシア

（あるいはマハティール政権）の安全保障観の具体化とも捉えられている

（Nathan［1998：542］；Liow［2001：149-50］）。人権の取り扱いに関す

る欧米諸国からの批判に対しても，マハティール政権はアジア諸国における

人権の考え方を「アジアの価値」外交によって正当化しようとした（Milne 

and Mauzy［1999：136-39］）10。西欧中心の経済秩序，西欧の価値観に対

抗するための政策が「東アジア」に重心を置くのは，Westに対する Eastと
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いうレトリックだけではなく，西欧諸国に対抗しうる近隣大国，日本や中国

を取り込むことでグループ全体の政治的発言力強化を目指したためであり，

西欧に対する「アジア」という異質な価値観や社会規範への配慮を呼びかけ

ることで自国の国内社会・政治の安定への内政干渉を最小限に抑えようとす

るためであった。また「アジアの価値」外交は，多様性を尊重するアジアの

価値体系を共有・重視する国家としてマレーシアを打ち出すことで，国内で

の種族間多様性を認め合い，種族間の共存を打ち出すという，国民統合，国

民意識醸成のための外交政策でもあった（Camroux［1994：28-29］）。鳥居

［2001：73］は，EAEG 構想が東アジア地域と東南アジア地域を，同質性

を持つ「アジア型」社会としてグループ化を図る目的で提唱されたとし，特

に，中国との共存を示すことにより，国内向けにはマレー人社会と華人社会

の共存を進める姿勢を印象づけた，としている。 

 「東アジア国家」マレーシアと平行してマハティール政権が 1980 年代半

ばから推進したのが「途上国」としての「マレーシア」を強調する「南南外

交」である。この外交路線は 1986 年の非同盟諸国会議の際に，クアラルン

プールにて「南南会議」を開き，「南南委員会」設置のための準備グループ形

成に合意したことに端を発する。マハティールは同グループの議長に選出さ

れ，議長として南南委員会設置に奔走した。同委員会は 1987 年に正式に発

足，1988年に第二回会合を開催しており（章末年表参照），多岐にわたる問

題領域において先進国に「途上国」の立場を示すための意見集約の場であっ

た。また，「南南外交」はG15という枠組みを通じても展開された。G15は

1990年，アフリカ，アジア，ラテンアメリカの途上国を加盟国として構成さ

れ，第一回会合をマレーシアが開催国となり，クアラルンプールで開催する

ことで発足（章末年表参照），世界貿易機構（WTO）での貿易交渉など主に

経済問題に関する途上国の経済的利益を代弁する枠組みとして活用されてい

る。1997年 11月，マレーシアは再びG15の首脳会議をクアラルンプールで

開催した（章末年表参照）。同会議で加盟国は南南外交の重要性を改めて確認，

1998年 5月のWTO閣僚会議を前に加盟国間の意見集約を行った。マハティ
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ールは同会議の席上，アジア通貨危機への対応の一環として，為替取引の規

制をWTOの場で話し合うよう呼びかけると共に，先進諸国の不公正な貿易

慣行を批判し，公正な貿易・投資ルールの策定の必要性を訴えた11。 

 また，マハティールは先進国が参加する国際会議の場で，途上国の代表と

して，あるいは非同盟諸国・第三世界の盟主として，さまざまな国際問題に

積極的に意見を表明している。1986年，マレーシアは南アフリカの人種差別

問題に対し，同国への経済制裁を英連邦諸国に要請し，1989年クアラルンプ

ールで開催された英連邦諸国首脳会議では南ア経済制裁を提案した。同会議

では南ア経済制裁に反対した英国を除く 45 カ国が制裁支持に回り，英連邦

の総意として南ア経済制裁が合意された。1995年にはボスニア紛争問題で，

ボスニアに対する武器禁輸措置に関する国連決議に抗議し，マレーシアはボ

スニアへの武器売却の意思があることを表明した（章末年表参照）。また，マ

ハティール政権は環境問題に関しても先進国に対抗している。マレーシアは

1989年英連邦諸国会議（前述）の際，会議の付属コミュニケとして環境保護

の重要性を訴える「ランカウィ島宣言」をとりまとめる中心的な役割を果た

した（鳥居［1992：127-28］）。この問題でマハティールは先進国がこれまで

途上国の資源を搾取してきた点を強調し，先進国からの環境保護圧力は不当

であり，途上国は自国の経済開発のために自国の資源を活用する正当性を訴

え，同問題は「地球規模の問題」であるとし，先進国側の積極的な対処と途

上国への配慮を要請している（Mahathir［2004：41］）。これは先進諸国で

展開されている熱帯雨林保護運動やマレーシア産の木材不買運動に対抗し，

森林資源を開発のために活用していくことの正当性を訴えたものであった

（鳥居［1992：129］。また，マレーシアはWTOの場で議論されている貿易

と環境問題との不当な関連づけを批判し，一定の環境基準に達しない場合に

は貿易制裁を行う措置を「偽装された保護主義（disguised protectionism）」

とし，そのような措置を実施する先進諸国を非難している（MITI［2001：

52］）。  

 Khoo［1995：48］はこのような「途上国」重視の動きを 80年代前半まで
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の対中強硬姿勢から柔軟姿勢にシフトするための新たな敵として「北」の創

出を試みるための手段であったと論ずる。一方，途上国重視の外交は先進国

主導の国際経済秩序から途上国マレーシアの国益を追求する「抵抗外交

（protest diplomacy）」の意味合いを持ち，マハティール政権はこのような

外交を通して国益を守っている同政権の正当性を確保しようとした，と論ず

る視角もある（Liow［2001：145-46］）。特に，南アフリカやボスニアの問

題に関しては「途上国」として「先進国」のやり方に抗議するということの

ほかに，多種族国家である南アフリカやボスニアの問題を放置しない，とい

う姿勢を示すことによって，同じく多種族国家である自国の問題も積極的に

取り組む姿勢を示すという国内的に重要な意味を持っていた。環境問題への

取り組みも同様で，経済開発を阻害するような環境保護運動の高まりに抗議

することでマハティール政権の開発重視の姿勢を国内的に印象づける意味が

あった。 

 途上国重視の外交を通じて展開された先進国主導の国際秩序への抵抗は

「イスラーム」世界の一員としてのマレーシアを強調する際にも用いられた

（Milne and Mauzy［1990：143］；Liow［2001：144-45］）。イスラーム外

交は，1979年のイラン革命以後，イスラーム過激派の影響がマレーシア国内

にも懸念された点など国内のイスラーム勢力への対処という側面もあった

（Shaikh［2004：71-83］）。国教としてのイスラーム教を外交の特徴として

利用したのもマハティール政権に特徴的であったと考えられる12。 

 Saravanamuttu（［1996：1］）はマハティール政権の外交政策の目的が，

国家の自立性の確保と対外的な脅威への対処という基本的な目標に加え，マ

レーシアの経済・社会の開発と発展を主導する権威主義体制を維持すること

にあったとする。「東アジア国家」，「途上国」，「イスラーム国家」といったア

イデンティティを「マレーシア」という国家に付与していく作業は，欧米や

先進国など，価値観や政治制度の異なる勢力からいかにマレーシアという国

家体制を守っていくのか，あるいは国際社会の中でそれらの勢力とどのよう

に向き合っていくのかという模索の作業でもある。 
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 ４．先行研究の問題点 

 

以上，マハティール政権期の外交政策の特徴を二つの側面から述べた。先

行研究ではこの二つの側面からマハティール政権期の外交を考えるという視

点は希薄だが，それぞれの側面を裏付ける視点を提供している。ただし，先

行研究は22年という長期政権であるマハティール政権が，政権担当期間中，

その外交政策の方向性を変えていったことに対しては十分に配慮してない。

マハティール政権期の外交における時代区分は，（１）前政権との差別化と新

たな外交目標を打ち出した 80年代前半，（２）80年代半ばの国内経済不況，

UMNO 内部分裂に伴う政治混乱等の国内政治不安定化，ポスト冷戦への対

応策が打ち出された 90 年代に分けられる，と筆者は考えている。本稿では

この二つの時期に焦点をしぼり，時期区分を意識して，マハティール政権期

の外交の特徴を記述した。1997年のアジア危機以降のマハティール政権期の

外交については，先進国批判，アジアへの傾倒など，1990年代前半から打ち

出されている外交路線と大きな違いはないと考えられる。 

第一の側面については，新たな市場開拓が本当に経済成長を高める手段と

なりうるのかについて疑問が残る。南南外交は新たな市場開拓という戦略を

正当化する外交方針であったが，マレーシアよりも経済発展段階の低い途上

国との貿易や投資がすぐにマレーシアの経済成長を促すとは考えにくい。90

年代後半から政府によって積極的に推進されたマレー系企業や政府系企業に

よる海外投資奨励策はマレー系企業家育成の一環とみることはできる。しか

し，国家の経済全体を向上させる実質的な貿易や国内投資増加を目標とした

経済外交は，伝統的な貿易相手国である米国，日本に対して積極的に行われ

た。筆者は，マハティール政権の南南外交で強調された途上国との経済関係

は第二の側面の「途上国」であるマレーシアを強調するツールであったと考

える。途上国と経済関係の条約や協定を結ぶことの意味は，長期的には貿易・

投資関係の強化を狙うが，短期的には経済関連の条約や協定を積極的に締結
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している点を国内に示すことによって経済成長あるいは開発における政府の

重要性，ひいてはそのような政府の役割を維持できる政権の正当性を確保し

ようとしたのではないか。また，この問題は，政府自らが国家経済の向上の

ために外交を展開することが，経済成長にどのような効果を生むかという問

題とも密接に関連している。 

第二の側面は国内に対して国家像を示すことが外交の重要な役割である

ことを改めて認識させるものである。途上国や非同盟国という国家アイデン

ティティは前政権期でも，程度の差はあれ，強調されていた。マハティール

政権期でもっとも特徴的なのは，「東アジア国家」としてマレーシアを導出し

たことにある。マハティールが首相就任中，公式・非公式を問わず，もっと

も頻繁に訪問した国は日本であった。ルックイースト政策，EAEG構想での

日本の位置づけは日本という国が重要の国のひとつであったことを物語る。

また，章末年表にみられるように，中国との関係もマハティール政権期に緊

密化した。マハティール政権期が「東アジア」の地域主義を強調するとき，

それが実質的には日本や中国と二国間の関係を強化したいという思惑の裏返

しなのか，アジアの価値外交にみられるように「東アジア」をひとつの重要

な地域であると主張することで国内の社会・政治の安定を確保しようと考え

たのか，先行研究は多くを語らない。後者である場合，「東アジア」を語るこ

とでどのような国内の社会的，政治的問題に対処しようとしたのかについて

も議論の余地がある。本稿では先行研究を紹介しながら，アジアの価値外交

の背景にある民主化や人権の問題に触れたがこれらの問題に対処するために

なぜ「東アジア」という地域が重要であったのかは明確にならなかった。以

上のような疑問に対処することはマハティール政権期の外交政策の特徴をさ

らに掘り下げて分析することにつながると考えられる。 

 
 

［注］ 

 
1 2003年の貿易額（輸出・輸入額）は 716,628 million（RM），国内総生産（GDP）
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は 394,200 million（RM）。貿易依存度は貿易額をGDPで割ったもの。数値
はマレーシア統計局のホームページ

（http://www.statistics.gov.my/English/frameset_keystats.php）より入手。 
2 英国，豪州，ニュージーランド，シンガポール，マレーシアで構成。 
3 この政策によって日本・韓国からの投資・貿易が増加したわけではなく 1985
年のプラザ合意以降の円高によって貿易・投資が増加したとする評価が一般的

である（Khadijah［2004：330］）。しかし，日本を重視するルックイースト政
策は，日本の経済力・技術力によって，マレーシア経済の発展を促すことには

つながらなかった，とする論考もある。具体的には，マレーシアの対日本輸出

が保護主義的な日本市場に閉ざされ，さらに，マレーシアに進出する日系企業

は企業内貿易を優先し，マレーシア地場企業への技術移転がスムーズに進まな

いなど，が挙げられる（Saravanamuttu［1984：465-72］；Saravanamuttu
［2004：308］）。 

4 ただし，マハティール政権も前政権と同様，国内政策を通じた国民意識醸成に
も取り組んでいる。たとえば，1991年に打ち出されたVision 2020は「マレ
ーシア人」として複数の種族を束ねるという包括的な国家目標として，経済の

近代化，社会の安定等を強調する枠組みであったとされる（Khoo［2003：
20-26］；Hilley［2001：7］：Milne and Mauzy［1999：165-68］）。 

5 Nathan［1995：220-37］は 90年代の外交政策がVision 2020で掲げられた経
済発展，社会の安定等の実現のために展開されたという側面を強調している。 

6 同政権は平和・自由・中立地帯構想（Zone of Peace, Freedom and Neutrality：
ZOPFAN）をASEAN諸国に提案，1971年のASEANの会議でASEANの政
策として認知された（Murugesu［1984：39］）。 

7 ASEAN諸国とは二国間ベースで国境問題など種々の問題解決に取り組んでい
る（章末章末年表参照）。 

8 マレーシア政府がEAEG構想提案時に作成した報告書（MITI［1991］）には
「ASEANがEAEGのコア（核）となり，EAEGのメンバーシップについて
検討を行う」という提案がなされている。 

9 同政権がASEANの域外協力を重視する姿勢は 1990年代末から一部の
ASEAN諸国によって推進され始めた自由貿易協定（FTA）に関する議論にも
示されている。ASEAN諸国は 1992年にASEANとして自由貿易地域を形成
する方針を決め，ASEAN自由貿易地域（AFTA）形成に向けた取り組みを開
始した。一方，1999年から 2000年にかけてシンガポール・タイを中心に，米
国や日本などASEANの域外国と二国間の FTAを締結する動きがみられるよ
うになった。マハティール政権はこの動きを「二国間 FTAはAFTAの裏口参
入（backdoor）になる可能性があり，AFTA形成を阻害する動き」として異議
を唱えた。AFTAという多国間 FTAに参加する加盟国が個別に二国間 FTAを
推進しても制度上はAFTAを阻害することにはならない。タイやシンガポール
との話し合いの末，同政権は異議を取り下げる一方，「二国間 FTAはASEAN
の結束を乱すものにならないように慎重に進めるべきである」と主張するよう
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になった（Suzuki［2003：297-301］）。この問題に関する同政権の対応には
ASEANが一体あるいは核となって域外協力を推進すべきだという従来の主
張がみてとれる。 

10 「アジアの価値」外交はまた，広く民主主義議論にも適用されている（Hilley
［2001：39-43］）。 

11 Third World Economics: Trends and Anakysis, No. 173, 16-30 November 
1997, p.1-6. 

12 外交政策におけるイスラームの役割全般については（Nair［1997］）を参照。 



表　マレーシアの二国間経済協定締結状況（2003年4月現在）

～1980 1981～ 1991～ ～1980 1981～ 1991～ ～1981 1982～ 1991～

ASEAN 1 0 5 0 0 3 1 2 3

アジア・オセアニア 6 2 1 0 3 6 5 3 3

中東・アフリカ・中央アジア 5 2 16 0 1 20 0 0 14

米州 0 0 9 1 0 4 1 1 1

欧州 4 0 11 6 6 9 9 7 5

注1　台湾との投資保証協定をアジア・オセアニア地域に含む。

注2　ASEANとイスラム諸国会議（OIC）の枠組みで1987年に投資保証協定締結
注3　アルゼンチン、サウジアラビア、米国との二重課税防止協定は一部制限つき。

出所　Malaysia International Trade and Industry Report  2002年版

貿易協定 投資保証協定 二重課税防止協定
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